
令和６年度病床機能報告の結果①
・⻄諸構想区域の病床数（令和６年）は、1001床となっており、
必要量（令和７年）に近づいているものの、約200床上回る状況。

・病床機能別では、急性期が過剰、⾼度急性期・回復期が不⾜している状況。
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令和６年度病床機能報告の結果②

○令和4年度報告以降の病床数の推移（単位︓床）

・1001床（⼀般及び療養病床）のうち、50床が休棟中。
・令和5年7⽉1⽇から令和6年7⽉1⽇にかけて、64床減少した。

令和6年度病床機能報告以後の推移として、
・休棟中及び急性期病床が減少し、令和7年11⽉1⽇時点で980床。
・今後さらに急性期病床が減少し、⾼度急性期病床が4床となることが⾒込まれる。

2

時点 合計 ⾼度急性期 急性期 回復期 慢性期 休棟中
令和4年度病床機能報告 R4.7.1時点 1089 0 482 256 301 50

京町共⽴病院（京町共⽴クリニック） -33 19

川井⽥医院 -10

令和5年度病床機能報告 R5.7.1時点 1065 0 439 275 301 50

桑原記念病院 -45
医療法⼈渡辺医院 -19
国⺠健康保険⾼原病院 56 -56

令和6年度病床機能報告 R6.7.1時点 1001 0 439 312 200 50
⼩林泌尿器科クリニック -8
医療法⼈社団公佑会丹医院 -11
川井⽥医院 -2

R7.11.1時点 980 0 426 312 200 42
槇内視鏡内科医院 -19
桑原記念病院 4 -4

令和8年（2026年）⾒込み R8 961 4 403 312 200 42 ①
将来の必要量 R7 795 27 164 399 206 － ②
必要量との差 166 -23 239 -87 -6 － ①－②



令和６年度病床機能報告の結果について（西諸構想区域）

基本情報→ ２.現状の役割、機能等→ 参考

令和６年度病床機能報告の内容

【令和６年７月１日時点の機能別の病床数】
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1 医療法人興生会押川病院 医療法人 40 0 40 40 40 0 0 0 40 0 0 76.2 40.2 0 0 1 2.2 8.0 40 40 0 0 0 40 0 0

2 小林市立病院 市町村 143 143 0 143 143 0 96 47 0 0 0 62.5 15.5 892 441 16 0.0 11.2 ○ ○ ○ 143 143 0 96 47 0 0 0 ○

3 医療法人東陽会整形外科前原病院 医療法人 88 51 37 88 88 0 51 37 0 0 0 65.5 25.4 148 160 5 2.3 8.3 ○ ○ 88 88 0 51 37 0 0 0

4 池田病院 医療法人 112 40 72 112 112 0 40 37 35 0 0 78.3 51.4 455 60 3 0.9 3.5 ○ 112 112 0 40 37 35 0 0

5 医療法人けんゆう会園田病院 医療法人 55 55 0 55 55 0 55 0 0 0 0 75.3 19.8 309 0 6 3.4 17.1 ○ ○ 55 55 0 55 0 0 0 0 ○

6 医療法人友光会整形外科押領司病院 医療法人 57 57 0 57 57 0 57 0 0 0 0 92.1 20.7 103 759 10 0.3 18.1 ○ ○ 57 57 0 57 0 0 0 0

7 医療法人相愛会桑原記念病院 医療法人 38 38 0 38 38 0 38 0 0 0 0 74.8 7.0 316 0 3 2.5 14.5 ○ ○ 38 38 0 38 0 0 0 45 ○

8 医療法人養気会池井病院 医療法人 76 50 26 76 76 0 0 50 26 0 0 76.7 98.8 0 0 0 0.0 0.0 ○ 76 76 0 0 50 26 0 0 ○

9 医療法人友愛会野尻中央病院 医療法人 80 0 80 80 80 0 0 0 80 0 0 94.0 98.2 0 0 4 2.7 8.4 ○ 80 80 0 0 0 80 0 0

10 えびの市立病院 市町村 50 50 0 50 50 0 0 50 0 0 0 54.0 30.7 38 0 4 1.3 10.6 ○ ○ 50 50 0 0 50 0 0 0

11 医療法人黎明会えびの共立病院 医療法人 34 34 0 34 0 0 0 0 0 34 34 34 34 0.0 0.0 0 0 3 0.0 8.8 34 0 0 0 0 0 34 0

12 国民健康保険高原病院 市町村 56 56 0 56 56 0 0 56 0 0 0 52.4 57.6 58 0 1 0.0 1.8 ○ ○ 56 56 0 0 56 0 0 0

13 槇内視鏡内科医院 医療法人 19 19 0 19 19 0 19 0 0 0 0 55.9 10.1 0 0 2 5.0 36.8 ○ 19 19 0 19 0 0 0 0 今回

14 小林泌尿器科クリニック 医療法人 16 16 0 16 0 0 0 0 0 16 16 16 16 0.0 0.0 0 0 1 0.1 6.9 8 0 0 0 0 0 8 0

15 医療法人連理会和田クリニック 医療法人 19 19 0 19 19 0 0 0 19 0 0 1.5 4.3 0 0 1 1.0 10.5 ○ 19 19 0 0 0 19 0 0

16 ほりファミリークリニック 個人 16 10 6 16 16 0 0 16 0 0 0 72.6 31.2 0 0 2 0.1 13.1 ○ 16 16 0 0 16 0 0 0

17 小林中央眼科 医療法人 19 19 0 19 19 0 19 0 0 0 0 62.6 11.0 0 0 1 0.7 8.9 19 19 0 19 0 0 0 0

18 京町温泉クリニック 医療法人 19 19 0 19 19 0 19 0 0 0 0 86.3 32.1 0 0 1 2.0 15.8 ○ 19 19 0 19 0 0 0 0

19 医療法人えびのセントロクリニック 医療法人 19 19 0 19 19 0 19 0 0 0 0 37.8 1.2 0 0 2 1.0 15.8 19 19 0 19 0 0 0 0 ○

20 医療法人社団公佑会丹医院 医療法人 19 7 12 19 19 0 19 0 0 0 0 57.6 27.7 0 0 1 0.0 5.3 8 8 0 8 0 0 0 0

21 川井田医院 医療法人 7 5 2 7 7 0 7 0 0 0 0 4.1 1.7 0 0 2 0.0 28.6 ○ 5 5 0 5 0 0 0 0

22 京町共立クリニック 医療法人 19 7 12 19 19 0 0 19 0 0 0 0.0 0.0 0 0 3 3.0 31.6 19 19 0 0 19 0 0 0

計 1001 714 287 1001 951 0 439 312 200 50 50 2319 1420 72 28.5 1 8 14 980 938 0 426 312 200 42 45 5

【参考】 ◆病床利用率(病床稼働率) 在院患者延べ数×100／（病床数×365）
◆平均在院日数 在院患者延べ数／(1/2×(新入院患者数+退院患者数))

※1　回答がなかった場合も「０」としている。
※2　地域医療介護総合確保基金の活用の有無
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「新たな地域医療構想に関する検討会とりまとめ」の概要

令和６年12月18日 厚生労働省公表資料より

⻄諸地域医療構想調整会議
令和7年11⽉7⽇
資料3-1



在宅医療・介護連携について

1

令和７年１１⽉７⽇

宮崎県福祉保健部
⻑寿介護課 医療・介護連携推進室

⻄諸地域医療構想調整会議
令和7年11⽉7⽇
資料3-2



2

１ 新たな地域医療構想について

２ ⾼齢者に関連する現状と将来予測について

３ 介護保険制度について

４ 在宅医療・介護連携について

2



新たな地域医療構想に関するとりまとめの概要 厚⽣労働省医政局
第５回地域医療構想及び医療計画
等に関する検討会 資料１

令和7年10⽉15⽇

3（宮崎県⻑寿介護課 ⾚点線枠追加）



「2040年に向けたサービス提供体制等のあり⽅」検討会
とりまとめ（概要）

厚⽣労働省⽼健局
「2040年に向けたサービス
提供体制等のあり⽅」検討会

令和7年7⽉25⽇

4（宮崎県⻑寿介護課 ⾚点線枠追加）



5

１ 新たな地域医療構想について

２ ⾼齢者に関連する現状と将来予測について

３ 介護保険制度について

４ 在宅医療・介護連携について
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2040年の⼈⼝構成（全国）

6

厚⽣労働省⽼健局
介護保険制度の概要

令和7年7⽉



⾼齢者⼈⼝の推移（⻄諸区域）

○ ⻄諸区域の⾼齢者⼈⼝は、令和２（2020）年頃をピークに減少に転じ、⾼齢化率、後期⾼齢
化率とも⾼く推移する⾒込み。※前期⾼齢者65歳〜74歳 後期⾼齢者75歳以上

○ 前期⾼齢者数のピークは令和2年、同じく後期⾼齢者は令和12（2030）年となる⾒込み。
○ 令和22（2040）年の区域全体で44.4％、⾼原町（49.1％）とえびの市（48.6％）が45.0％
以上、⼩林市（42.1％）が40.0%以上となる⾒込み。

区分 平成12年
(2000)
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令和2年
(2020)

令和7年
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令和17年
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令和22年
(2040)

総⼈⼝ 87,857 83,522 79,876 75,059 69,947 64,752 59,880 55,277 50,967

⾼齢者⼈⼝ 23,001 24,746 25,387 26,279 27,387 27,123 25,868 24,112 22,622
前期⾼齢者数 12,991 12,290 10,666 11,175 12,544 11,496 9,348 7,657 7,159
後期⾼齢者数 10,010 12,456 14,721 15,104 14,843 15,627 16,520 16,455 15,463

⾼齢化率 26.2 29.6 31.9 35.3 39.2 41.9 43.2 43.6 44.4

後期⾼齢化率 11.4 14.9 18.5 20.3 21.2 24.1 27.6 29.8 30.3
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⼈⼝構成の⾒通し（⻄諸区域）
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○ ⻄諸区域の⼈⼝構成は、2040年には85歳以上⼈⼝を中⼼とした⾼齢化と⽣産年齢⼈⼝と⾼齢
⼈⼝のいずれも減少が⾒込まれる（⽣産年齢⼈⼝▲23.1％ ⾼齢⼈⼝▲16.6％）。

年齢区分 ⼈⼝ ⼩計

85歳〜 6,213 27,123

75歳〜 9,414

65歳〜 11,496

15〜64歳 30,466

0〜14歳 7,103

合計 64,752

年齢区分 ⼈⼝ ⼩計 2025年との⽐較

85歳〜 7,399 22,622 ＋19.1％ ▲16.6％

75歳〜 8,064 ▲14.3％

65歳〜 7,159 ▲37.7％

15〜64歳 23.436 ▲23.1％

0〜14歳 4,909 ▲31.5％

計 50,967 ▲21.3％

＜R7（2025）＞ ＜2040＞

8資料︓「国勢調査」及び国⽴社会保障・⼈⼝問題研究所「⽇本の地域別将来推計⼈⼝（令和5年推計）」
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単独世帯数の推移（本県）

○ ⾼齢者の単独世帯は、県全体で70,639世帯（R2）となっており、すべての年齢区分で増加し
ている（本県77.3%増）。85歳以上の単独世帯数は、16,109世帯（R2・H12年⽐約4.1倍）で
⼤きく増加し、構成割合も22.8%（R2・H12年⽐約2.3倍）となっている。

9,460

10,543

9,494

6,373

3,965

14,669

15,713

12,081 12,067

16,109

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

18,000

65〜69歳 70〜74歳 75〜79歳 80〜84歳 85歳以上

H12(2000) H17(2005) H22(2010)

H27(2015) R2(2020)

39,835

47,402

53,460

62,524

70,639

303.2

386.5

479.1

592.8

671.7

0

100

200

300

400

500

600

700

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

R2 R3 R4 R5 R6

宮崎県 全国

23.7
19.2 18.0

22.7 20.8

26.5

24.0
19.8

17.7 22.2

23.8

25.0

23.6 19.1 17.1

16.0
18.9

21.6
20.3 17.1

10.0 13.0 17.0 20.2 22.8

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

H12 H17 H22 H27 R2

65〜69歳 70〜74歳 75〜79歳

80〜84歳 85歳以上

資料︓各年「国勢調査」 9

単位︓⼈ 単位︓% 全国単位︓万⼈



医療と介護の複合ニーズが⼀層⾼まる

10

厚⽣労働省⽼健局
介護保険制度の概要

令和7年7⽉



医療需要の変化 死亡数が⼀層増加する

11

厚⽣労働省医政局
第7回第8次医療計画等に

関する検討会 資料１（⼀部改）
令和4年3⽉4⽇



○ 県全体及び全圏域で、病院・診療所、介護施設等、⾃宅のいずれも増加傾向にあり、特に介護
施設等が増加している（順に7.6%増、50.2%増、25.6%増）にある。

○ ⻄諸区域では、いずれも増加傾向にある（順に6.8%増、19.8%増、13.8％増）。
○ 全国では、病院・診療所105.3万⼈、介護施設等26.2万⼈、⾃宅26.3万⼈となっており、いず
れも増加傾向にある（順に9.7%、53.0%、21.6%増）。

死亡の場所

＜R2（2020）＞
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12出典︓各年 厚⽣労働省「⼈⼝動態統計」

＜県内＞ ＜全国＞
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令和6年 病院 診療所
介護医療院・
介護⽼⼈保健

施設

⽼⼈
ホーム ⾃宅 その他 合計

⼩林市 593 39 22 78 59 13 804

えびの市 233 71 18 13 35 3 373

⾼原町 113 14 1 19 13 3 163

計 939 124 41 110 107 19
1,340

施設内・外 1,214（施設内） 126（施設外）

単位︓⼈



認知症及び軽度認知障害（MCI）の⾼齢者数と有病率の将来推計①

⻄諸区域(R7)
3,499⼈ ⻄諸区域(R22)

3,371⼈
⻄諸区域(R7)
4,177⼈

⻄諸区域(R22)
3,529⼈

資料︓厚⽣労働省（宮崎県⻑寿介護課 ⾚点線枠追加）
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１ 新たな地域医療構想について

２ ⾼齢者に関連する現状と将来予測について

３ 介護保険制度について

４ 在宅医療・介護連携について
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介護保険制度の被保険者（加⼊者）

⻄諸区域(R5)
27,057⼈

⻄諸区域(R5)
5,000⼈
（18.5%）

15

厚⽣労働省⽼健局
介護保険制度の概要

令和7年7⽉
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要介護（要⽀援）認定者数（第１号被保険者）

○ 要介護（要⽀援）認定者数（第１号被保険者）は、県全体で57,963⼈（R5）となっており、
宮崎東諸県は緩やかな増加傾向（4.1%増）、県全体及び宮崎東諸県を除く圏域は、緩やかな減
少傾向（県全体0.4%減）にある。

○ ⻄諸区域では、5,000⼈（R5）となっており、緩やかな減少傾向にある（0.9％減）。
○ 全国では、約710万⼈（R5）となっており、増加傾向（6.2%増）にある。

＜要介護（要⽀援）者認定数＞
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4,306

7,529

1,284
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R1 R2(2020) R3(2021) R4(2022) R5(2023)

58,222 57,874 58,114 57,642 57,963
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R1 R2 R3 R4 R5

宮崎県 全国

全国単位︓万⼈

令和5年 要⽀援1 要⽀援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計
⼩林市 286 352 666 422 477 368 259 2,830
えびの市 160 219 381 233 221 225 142 1,581
⾼原町 34 71 97 115 122 92 58 589

⼩計
480 642 1144 770 820 685 459

5,000
1,122 3,878

16出典︓各年 厚⽣労働省「介護保険事業報告（年報）」

単位︓⼈
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要介護（要⽀援）認定者数の将来推計（第１号被保険者）

○ 要介護（要⽀援）認定者数（第１号被保険者）の将来推計は、県全体で70,919⼈（R22）と
なっており、宮崎東諸県は増加傾向（47.1%増）、県全体及び⻄諸と⻄⾅杵を除く圏域も増加傾
向（県全体21.7%増）にある。

○ ⻄諸区域では4,792⼈（R22）となっており、減少傾向（4.1％減）にある。
○ 全国では約843万⼈（R22）となっており、増加傾向（19.6%増）にある。
＜要介護（要⽀援）者認定数＞
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4,938 5,150
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R6(2024) R7(2025) R8(2026) R12(2030) R22(2040)

58,253 59,479 60,630
63,921

70,919
705 717 729
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2024 要⽀援1 要⽀援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計
⼩林市 289 319 694 410 444 404 245 2,805
えびの市 151 232 373 279 205 222 134 1,596
⾼原町 25 85 88 114 133 98 54 597

465 636 1,155 803 782 724 433 4,998

※市町村推計の合計値 R12（2030）及びR22（2040）は参考推計
出典︓宮崎県 第10次⾼齢者保健福祉計画 各市町第9期介護保険事業計画

2040 要⽀援1 要⽀援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合計
⼩林市 284 315 713 415 461 411 252 2,851
えびの市 132 201 324 243 181 193 112 1,386
⾼原町 25 78 83 109 123 92 45 555

441 594 1,120 767 765 696 409 4,792

17
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１ 新たな地域医療構想について

２ ⾼齢者に関連する現状と将来予測について

３ 介護保険制度について

４ 在宅医療・介護連携について
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在宅医療・介護連携の推進

資料︓

厚⽣労働省⽼健局
在宅医療・介護連携推進事業の

取組について
令和５年

19



地域包括⽀援センターについて

○ ⻄諸区域では計5か所設置され、運営は、直営型が2（えびの市1・⾼原町1）、委託型が3（⼩
林市3）となっている。

厚⽣労働省⽼健局
認知症施策・地域介護推進課

地域包括視線センターについて

20



在宅医療・介護連携推進事業の促進に向けた役割分担
のイメージ

厚⽣労働省⽼健局
在宅医療・介護連携推進事業の

取組について
令和５年

21



「⻄諸地域在宅医療連携推進
協議会」

（ ⼩林市・えびの市・⾼原町
・⼩林保健所・⻄諸医師会他）

⻄諸医療圏︓在宅療養⽀援病院 〃診療所 訪問診療実施病院・診療所
在宅診療実施⻭科医療機関 関連する薬局や訪問看護ステーション 等

「結ゆいｎｅｔにしもろ」
https://net-yui.jp/

在宅医療の体制について 厚⽣労働省医政局
令和5年度第2回医療政策研修会

第1回地域医療構想アドバイザー会議
令和5年9⽉15⽇

22（宮崎県⻑寿介護課 ⾚点線枠追加）



在宅医療を提供していく上での主な課題（本県の状況）

0 10 20 30 40 50 60 70 80

N=721 （複数回答）

緊急時の⼊院体制（後⽅⽀援ベッド）の確保

独居⾼齢者の患者とその家族等への対応

看護師の確保

認知症の患者とその家族等への対応

医師の確保

24時間対応体制を維持するための連携医療機関の確保

患者の経済的負担の軽減

診療報酬の引き上げ

病院や診療所との在宅医療に関する認識や理解

居宅介護サービス事業所との在宅療養患者に関する情報の共有

○ 「緊急時⼊院体制の確保」、「独居⾼齢者の患者とその家族等への対応」、「看護師の確保」
等が主な課題となっている。

（令和5年2⽉ 宮崎県⻑寿介護課調査）

※上位10位のみを記載
※調査対象 計192箇所（令和4年11⽉時点）
九州厚⽣局に届出がなされている在宅療養⽀援診療所113箇所、在宅療養⽀援病院29箇所及び在医総管・施設総管届出20箇所

＜主な課題＞
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④ 急変時の対応

在宅医療・介護 〜課題と施策の⽅向（第８次宮崎県医療計画）
１ 課題

① 在宅医療の提供体制の確保
在宅医療の提供体制を確保するためには、訪問診療や緩和ケアなどに対応できる医師をはじめ、⻭科医師、薬剤師、
看護師など、在宅医療を⽀える多様な⼈材の確保・育成が必要。

② 在宅療養移⾏に向けた退院⽀援
⼊院医療から在宅医療への円滑な移⾏のため、医療・介護等関係機関が疾病等の情報だけでなく、⽇常⽣活に関す
る患者の情報を共有することが重要。

③ ⽇常の療養⽣活の⽀援
訪問診療の実施について各医療圏で差が⾒られるため、訪問診療を実施する診療所等の増加を図ることや、ＩＣＴ
の活⽤を推進するなど均てん化を進める必要。

医療的ケア児を含む在宅の重症児の⽀援については、医療資源やサービスはまだ⼗分とは⾔えず、多職種連携によ
る⽀援体制整備が必要。

介護を必要とする患者⽀援のためには、医療に加えて介護分野の関係機関との連携強化が重要。

④ 急変時の対応
24時間対応が可能な連携体制の構築や、地域医療⽀援病院等における病状急変時の円滑な受⼊れが必要。

⑤ 在宅での看取り
患者や家族が希望した場所で最後を迎えることを可能にする医療・介護体制の構築が必要。
患者⾃⾝が⾃らの最期を考え、家族等と話し合うアドバンス・ケア・プランニング(ACP)を進めることも重要。

24



① 在宅医療の医療提供・連携体制の構築

新規開業医療機関や訪問看護を⾏っていない医療機関による訪問診療への参⼊促進
かかりつけ医を中⼼とした、⻭科医師や薬剤師、看護師、介護⽀援専⾨員等地域の実情に応じた多職種連携の推進
地域医療⽀援病院や在宅療養⽀援病院等との連携強化による急変時の対応のための体制構築
地域の実情に応じた訪問看護提供体制の構築（みなし指定の訪問看護事業所による訪問看護体制の確保等）
本⼈や家族等の状況に応じた適切なサービス提供を⽬的としたICT等の活⽤による医療・介護従事者間の
情報共有・連携の強化

遠隔の在宅患者の体調管理や投薬等にも対応できるようオンライン診療などの活⽤を検討
圏域ごとに設けられた「⼊退院調整ルール」の改善⽀援
在宅医療・介護連携推進事業の推進に取り組む市町村への⽀援
在宅医療において「積極的役割を担う医療機関」及び「必要な連携を担う拠点」の設定

② 在宅医療を⽀える⼈材の確保・育成

在宅医療を⽀える多様な⼈材の確保・育成

③ 在宅医療に関する普及啓発

講演会やセミナーの開催など県⺠に対する看取りやＡＣＰを含む在宅医療に係る理解促進
「かかりつけ医」を持つことの重要性についての普及啓発

在宅医療・介護 〜課題と施策の⽅向（第８次宮崎県医療計画）
２ 施策の⽅向
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医療介護連携のためのＩＣＴ普及促進事業

 医療介護連携のための情報共有システムの導⼊及び
改修経費として、地域⽀援事業では⽀出することの
できない経費を補助することで、導⼊及び改修⽀援
を⾏う。

 補助対象︓市町村
 補助対象︓導⼊費⽤及び改修費⽤
※ 導⼊後の運営費については、補助の対象となら
ない。

※ 導⼊経費は上限8,000千円、改修経費は上限
4,000千円

⼊退院調整ルール運⽤事業

 県内の医療圏ごとに医療機関と介護⽀援専⾨員の情
報交換が円滑に⾏われるようにするため作成された
ルールを実際に運⽤しながら、その効果等を検証し、
改善を実施する。

在宅医療・介護連携推進事業に係る市町村担当者研修会

 市町村の実施する在宅医療・介護連携推進事業の⽀援として、市
町村の担当者を対象に研修会を実施。

在宅医療推進事業

 県医師会及び各市郡医師会に補助⾦を交付し、在宅医療に関する
研修会を実施。

アドバンス・ケア・プランニング普及啓発事業

 ⼈⽣の最終段階を本⼈の希望どおりに過ごすために
は、医療・ケアに関して本⼈の意思が尊重されるこ
とが重要であることから、アドバンス・ケア・プラ
ンニングに関する実践報告会（研修会）及び啓発媒
体の作成等を⾏い、普及啓発を図る。

在宅医療・介護 〜課題と施策の⽅向（第８次宮崎県医療計画）①
３ 主な県の取組
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